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1. はじめに

　近年，「サステナブル」あるいは「サステナビリティ」
という言葉は社会に広く浸透し，材料分野やセラミッ
クス分野においても頻繁に用いられるようになった．
しかしながら，その意味は必ずしも十分に整理されて
いるとは言い難く，しばしば「環境負荷の低い材料」
や「省エネルギーに寄与する材料」といった限定的な
理解にとどまっている場合が多い．
　さらに現在，サステナビリティは新たな段階へと進
展しつつある．その象徴がサステナビリティ・トラン
スフォーメーション（SX）である 1）．SX は，単なる
環境対策や脱炭素対応にとどまる概念ではない．資源，
エネルギー，産業構造，社会システムを包含する持続
可能性の統合的転換を意味する設計思想である．この
ような SX の立場に立てば，持続可能性は個別技術の
改善によって達成されるものではなく，社会システム
全体を再設計する学理的枠組みとして再定位される．
　この潮流は，材料分野に対しても，従来とは質的に
異なる設計思想を要請している．材料は単に高性能で
あるだけでなく，資源調達，創製プロセス，利用段階，
さらには回収・循環に至るライフサイクル全体におい
て成立することが求められるようになっている．とり
わけ近年議論されるグリーントランスフォーメーショ
ン（GX）は，脱炭素と経済成長の両立を目指す重要
な政策概念として注目されている 2）．
　材料科学の本質は，単に新しい物性や機能を創出す
ることにあるのではなく，それらをいかにして現実の
材料として成立させるかという創製プロセスの設計に
ある．筆者はこれまで，材料合成におけるプロセッシ
ングデザインの重要性を提案し，マテリアルデザイン

とプロセス設計を統合した材料創製思想の必要性を論
じてきた 3）～7）．
　本稿では，サステナビリティ概念の歴史的展開を踏
まえ，材料利用・構造設計・創製プロセス設計の三層
構 造 と し て 整 理 し， そ れ ら を 統 合 す る Material 
Fabrication Design の重要性を論じる．持続可能な材
料科学とは，資源調達から材料創製，利用，循環に至
るライフサイクル全体の成立条件を設計する学問であ
り，本稿ではその設計思想を Material Fabrication 
Design（MFD）として位置づける．

2. サステナビリティ概念の成立と変遷

　サステナビリティの概念は，近年突如として出現し
たものではなく，20 世紀後半以降の社会的課題の変
化とともに段階的に形成されてきた．とりわけその起
点は，急速な経済成長に伴って顕在化した公害問題，
資源枯渇，環境破壊に対する国際的な危機意識の高ま
りにある．1970 年代には，ローマクラブによる「成
長の限界」報告や国連人間環境会議などを契機として 8），
環境問題が地球規模の課題として認識されるようになっ
た．この時期の環境政策は，主として排出規制や汚染
防止を中心とした対症療法的対応が中心であり，経済
成長と環境保全は対立するものと考えられていた．
　このように，サステナビリティ概念は，当初は公害
対策や環境保全を中心とした対症療法的対応として位
置づけられていたが，その後，社会課題の変化ととも
に，設計対象とする範囲を段階的に拡張してきた．そ
の歴史的展開と設計思想の変容を俯瞰的に整理したも
のを図 1に示す．
　こうした状況の中で，1987 年に国連の環境と開発
に関する世界委員会（ブルントラント委員会）が公表
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17 の目標を掲げるが，その本質は数値目標そのもの
ではなく，サステナビリティを政府・企業・研究者・
市民すべてが関与する統合的課題として共有した点に
ある．この段階において，持続可能性は環境問題に限
定される概念ではなく，経済，社会，技術を含む包括
的設計思想として認識されるに至った 13）．
　近年，サステナビリティはさらに新たな段階へと進
展している．持続可能性概念は SD を基本理念とし，
SDGs によって国際社会の共通目標として制度化され
てきた．近年では，これらを社会システム全体の統合
的転換として再設計する概念として SX が提唱されて
いる 1）．
　SX の視点に立てば，持続可能性は単なる環境問題
への対応にとどまるものではなく，資源循環（CE: 
Circular Economy）を含む資源利用，エネルギー供給，
産業構造，社会制度を統合した社会システム全体の転
換として理解される 14），15）．GX が主としてエネルギー
転換および産業の脱炭素化（カーボンニュートラル）
を中心とする構造変革を対象とするのに対し，SX は

した報告書「Our Common Future」は 9），持続可能
な開発（SD: Sustainable Development）という概念
を提示し，「将来世代のニーズを損なうことなく現代
世代のニーズを満たす開発」をその定義として示した．
この提言は，環境保護と経済発展を対立的に捉える従
来の枠組みを転換し，両者を統合的に設計するという
新たな思想を提示した点において画期的であった．
　その後，1990 年代から 2000 年代にかけて，持続可
能性の概念はさらに具体化していく．気候変動問題の
科学的知見の蓄積とともに，京都議定書に代表される
国際的枠組みが整備され 10），省エネルギー技術や再
生可能エネルギーの導入が進展した．この段階では，
環境問題は単なる公害対策の枠組みを超え，地球シス
テムの限界という科学的概念へと拡張し 10），持続可
能性は社会全体の長期的安定性を確保するための基本
原理として位置づけられるようになった 11）．
　2015 年には，国連総会において持続可能な開発目
標（SDGs）が採択され 12），サステナビリティはさら
に社会全体の共通課題として制度化された．SDGs は

表 1　持続可能社会を構成する主要概念の定義と階層構造

概念 略語 定義 位置付

Anthropocene － 人間活動が地球環境および地球システムに支配的影響を与える
新たな地質時代概念 地球システム認識

Planetary Boundaries PB 地球システムが安全に維持される環境限界を示す科学的枠組み 地球システム限界

Sustainable Development SD 将来世代を損なわずに発展する考え方 基本理念

Sustainability Transformation SX 社会・経済・環境システムを統合的に変革し持続可能社会へ転
換する概念 最上位統合概念

Green Transformation GX 脱炭素化と資源効率化を軸とする産業構造転換 社会構造変革

Digital Transformation DX データ・AI・デジタル技術により社会・産業構造を変革する
概念 技術基盤

Sustainable Development Goals SDGs 持続可能社会の実現に向けた国際社会目標および指標体系 国際社会目標指標
体系

Circular Economy CE 資源循環を前提として製品・材料の設計と再資源化を統合する
経済概念 資源循環設計思想

Net Zero NZ 温室効果ガス排出量を実質ゼロにする概念 脱炭素目標

Environmental，Social and 
Governance ESG 環境・社会・ガバナンスの観点から企業活動を評価する枠組み 社会評価・投資指

標

Life Cycle Assessment LCA 製品・材料のライフサイクル全体における環境負荷評価手法 環境評価基盤

Life Cycle Cost LCC 製品・材料のライフサイクル全体にわたる総コスト評価手法 経済評価基盤

Life Cycle Sustainable Assessment LCSA 環境・経済・社会をライフサイクル全体で評価する手法 統合評価基盤

Materials Informatics MI AI・データで材料開発を効率化する手法 材料開発基盤

Processing Informatics PI データ解析で製造プロセスを最適化する手法 プロセス設計基盤

Cyber-Physical Systems CPS 情報空間と物理空間を連携しプロセスをデータ駆動で統合制御
する概念

デジタル製造・社
会基盤

Material Fabrication Design MFD 材料構造・創製プロセス・資源循環を統合する設計思想 材料科学の学理
（提案概念）
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である．材料の結晶構造，組成，組織，形態は物性発
現の根源であり，この設計段階において持続可能性を
考慮することが重要となる．
　近年とくに重要視されているのは，資源地政学的観
点に基づく材料設計である．希少元素や特定地域に偏
在する元素への依存は，サプライチェーンの脆弱性を
高める要因となる．そのため，ユビキタス元素を活用
した材料設計や，元素使用量の削減，高効率構造によ
る性能発現といった設計指針が重視されるようになっ
ている．構造設計では，長寿命化・耐久性向上が資源
消費削減と廃棄物抑制に直結する．さらに，近年では
マテリアルズインフォマティクスの発展により，デー
タ駆動型の材料探索が可能となり 18），試行錯誤的開
発に伴う資源・時間の浪費を低減するという新たな意
味でのサステナビリティも生まれている．
　このように，材料構造設計におけるサステナビリティ
は，単なる元素選択の問題にとどまらず，性能発現の
効率性，耐久性，探索プロセスの効率化を含む広範な
設計思想として捉える必要がある．
3.3	 材料創製プロセスにおけるサステナビリティ（第

三位）
　第三の位が，材料創製プロセスにおけるサステナビ
リティである．この層は従来の材料研究において相対
的に議論が少なかっただけでなく，従来の材料研究者
の関心は主として材料機能や構造設計に向けられるこ
とが多く，創製プロセスそのものをサステナビリティ
の視点から研究対象として前面に据える例は必ずしも
多くなかった．しかし，SX 時代においては，この領
域の重要性が最も高まっている．
　材料合成には多大なエネルギーと資源が投入される．
高温焼成，長時間熱処理，多段階の化学反応，洗浄・
廃液処理などは，環境負荷の主要因となる．そのため，
低温・短時間プロセスの開発，高収率反応の実現，廃
棄物の最小化，安全な原料の使用といった要素が重要
な設計指針となる 19）．さらに本質的に重要なのは，
反応場そのものの設計である．すなわち，反応エネル
ギーの選択，物質移動の制御，非平衡状態の利用など
を統合的に設計することで，従来の熱平衡的制約を超
えた材料創製が可能となる．この視点は，単なるプロ
セス改良ではなく，材料科学の設計対象を構造から反
応場へと拡張する概念転換を意味する．
3.4　三位構造の統合的理解

　以上に述べた三位は，単に材料研究の対象領域を区
分したものではなく，材料の持続可能性を成立させる
相互依存的な設計条件として位置づけられる．材料利
用段階における機能的持続性は，構造設計および創製

資源循環，社会制度，技術システムを含むより包括的
な持続可能社会の設計を指向する概念である．
　この概念の変遷は，材料研究の対象を環境機能材料
の開発から，資源調達・創製プロセス・ライフサイク
ルを統合的に設計する材料創製科学へと拡張させた．
ここで，持続可能社会に関連する主要概念を整理し，
それぞれの定義および位置づけを明確化する（表 1）．

3. 材料分野におけるSustainability の三位構造

　材料分野のサステナビリティは，創製・利用・循環
から成るライフサイクル全体を対象とする多次元的設
計概念である 16），17）．従来の LCA 的視点が主として環
境負荷の評価枠組みに焦点を当ててきたのに対し，本
稿では材料創製を成立条件の観点から捉え，その構造
を三位の設計位相として再定義する．この観点に立つ
と，材料分野におけるサステナビリティは，相互に連
関する三つの位として整理できる．すなわち，それは
材料の利用段階における機能的持続性，材料構造設計
における資源・性能持続性，そして材料創製プロセス
における創製持続性という三位の統合で理解される．
3.1　材料利用におけるサステナビリティ（第一位）

　第一の位は，材料の利用段階におけるサステナビリ
ティである．これは社会的に最も認識されている側面
であり，材料機能がエネルギー効率向上や環境負荷低
減に直接寄与する場合を指す．例えば，電気自動車用
電池材料や太陽電池材料，省電力デバイス材料，環境
浄化触媒は，使用時に温室効果ガス削減や省エネルギー
に貢献する．この層のサステナビリティは物性・機能
に基づくアウトプットとして現れるため，従来の材料
研究が主に貢献してきた領域である．しかし，この視
点のみでは材料創製全体の持続可能性は十分に評価で
きない．利用時に環境負荷を低減する材料であっても，
製造過程で多量のエネルギーを消費したり希少資源に
依存したりする場合，ライフサイクル全体の持続可能
性は高いとは言えない．さらに，使用後処理は重要で
ある．電気自動車用 LIB や太陽光パネルは，利用時
には温室効果ガス削減に寄与する一方で，使用後には
分離困難性や回収コストの問題を抱える．つまり，利
用段階で環境価値を生む材料でも，使用後処理が困難
であれば時間軸全体での持続可能性は低下する．
　このことは，材料研究における価値基準が単なる機
能性能の指標から，ライフサイクル全体を考慮した総
合的評価へと移行しつつあることを示している．
3.2	 材料構造設計におけるサステナビリティ（第

二位）
　第二の位は，材料構造設計におけるサステナビリティ
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　しかしながら，セラミックス分野におけるサステナ
ビリティには特有の課題も存在する．第一に挙げられ
るのは，製造プロセスのエネルギー集約性である．セ
ラミックス材料の多くは高温焼成を必要とし，製造段
階において多大なエネルギーを消費する．とくに焼結
プロセスは数百度から千度を超える温度領域で長時間
処理が行われる場合が多く，製造工程における環境負
荷の主要因となっている．低温焼結技術や短時間プロ
セスの開発，非平衡反応場の利用による省エネルギー
創製技術の確立は，セラミックス分野における重要な
サステナブル課題である．
　第二の課題は，複合化によるリサイクル困難性であ
る．現代の電子デバイスやエネルギーデバイスにおい
て，セラミックスは単独で使用されることは少なく，
金属や高分子と複合化された多材料システムの一部と
して組み込まれることが多い．このような複合構造は
高機能化を実現する一方で，使用後の材料分離を著し
く困難にし，結果として有用元素の散逸や廃棄物増大
を招く要因となる．
　第三に，原料資源の問題が挙げられる．セラミック
ス材料は一般に安定な酸化物を基盤とするため，ユビ
キタス元素を主成分とする場合が多いが，高機能化に
伴い希少元素や高純度原料への依存が増加する傾向が
ある．とくに電子セラミックスや機能性材料において
は，資源供給の安定性や精製プロセスの環境負荷が重
要な設計課題となっている．
　さらに，セラミックスの高い化学安定性は，長寿命
化という利点を持つ一方で，使用後の分解・再資源化
を困難にする側面も持つ．すなわち，「長持ちする材料」
であることと「循環しやすい材料」であることは必ず
しも一致せず，ここにセラミックス特有のサステナビ
リティのジレンマが存在する．
　これらは性能中心の研究枠組みでは解決できず，構
造設計と創製プロセスを統合した低エネルギー・循環
適合設計が不可欠である．すなわち，セラミックス分
野におけるサステナビリティは，単なる材料特性の問
題ではなく，創製から循環までを包含した Material 
Fabrication Design の視点により実現される．

5. Material Fabrication Designという統合概念

　前節までに述べたように，材料分野におけるサステ
ナビリティは，材料利用，材料構造設計，材料創製プ
ロセス設計という三位構造の相互関係の中で成立する．
この三位構造を統合的に捉える設計思想こそが，本稿
で提唱する Material Fabrication Design である．
　MFD は，材料創製を多様な学術領域と社会的要

プロセスの制約のもとで初めて実現され，また創製プ
ロセスのエネルギー効率や資源利用条件は，構造設計
および利用特性の要請によって規定される．このよう
に三位は独立して存在するものではなく，相互に制約
し合いながら材料創製の成立空間を形成している．そ
の統合的関係を模式的に整理したものを図 2に示す．
材料の持続可能性は，三位を統合した設計視点によっ
て初めて成立する．材料の持続可能性を成立させるた
めには，創製・利用に加え，使用後の回収・再資源化
を含む循環段階を設計対象として組み込むことが不可
欠である．すなわち，循環は単なる廃棄処理の問題で
はなく，分離可能性，再資源化適合性，元素回収効率
といった設計条件として，構造設計および創製プロセ
ス設計と同時に最初から考慮されるべき要素である．
　このような循環を内包した時間軸的閉ループ設計は，
社会・資源・技術システムの統合的転換を指向する
SX の設計思想を材料創製に具体化するものであり，
三位を統合する視点が，材料創製を成立条件の設計科
学として再定義する基盤となる．この統合的設計思想
が，本稿で提唱する Material Fabrication Design で
ある．

4. セラミックス分野における特有の課題

　セラミックス材料は，高耐熱性，高耐久性，化学的
安定性に優れることから，使用段階において極めてサ
ステナブルな材料として位置づけられる．金属や高分
子材料と比較して劣化が少なく，長期にわたり性能を
維持できることは，資源消費の削減や製品寿命の延長
に直結する．この意味において，セラミックスは本質
的に持続可能性の高い材料群であると言える．

図 2	 サステナブル材料設計の三位統合フレーム（階層関係
ではなく，相互依存的設計位相を示す）
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の非平衡反応場の活用により，低温・短時間・高効率
の材料創製が可能となりつつある．これは，局所的高
エネルギー密度の生成，非平衡界面反応の誘起，瞬間
的極限場の形成といった反応場特有の物理化学的特性
に起因する．これらは単なるプロセス改良ではなく，
反応エネルギーの選択と制御によって材料創製の自由
度を飛躍的に拡張する概念転換をもたらしている．
　すなわち，非平衡プロセスは最終平衡状態を前提と
する従来の熱力学的設計とは異なり，平衡に至る過程
そのもの，すなわち動的反応場の制御を設計対象とす
る MFD を実現する有効手段の一つとして位置づけら
れる．
　MFD 概念の本質は，創製プロセスのエネルギー・
資源効率，廃棄物抑制，スケールアップ性やコストを
含む社会実装条件を統合的に設計する概念であり，材
料科学を物性中心から実装前提の設計科学へと転換す
る枠組みである．このような統合的視点は，SX 時代
における材料研究の基盤思想として不可欠である．
　イノベーションは，全く新しい要素から生まれると
いうよりも，既存要素の新たな結合によって生じる．
MFD はまさにそのような統合概念であり，構造設計，
プロセス設計，資源循環設計を結びつけることで，次
世代材料科学の新たな展開を切り拓く枠組みとなると
考えられる．
　従来の Materials Design が主として構造 - 物性関
係 に 基 づ く 設 計 概 念 で あ る の に 対 し，Material 
Fabrication Design は構造設計に加え，反応場設計，
資源循環条件，社会実装条件を統合した材料創製の成
立条件を扱う設計科学である．

6. おわりに

　本稿では，サステナビリティ概念の歴史的展開を踏
まえ，材料分野におけるサステナブルを，材料利用，
材料構造設計，材料創製プロセス設計の三位構造から
成る統合設計枠組みとして整理し，それらを統合する
設計思想として Material Fabrication Design の重要
性を論じた．サステナビリティの本質は，社会システ
ムの持続性を成立させる統合設計思想にある．SX 時
代には，材料は資源安定性，創製効率，ライフサイク
ル環境負荷，社会実装性を同時に満たすことが求めら
れ，材料科学は物性中心から実装前提の設計科学へと
拡張される．MFD は，材料構造設計，創製プロセス
設計，資源循環設計を統合する横断型設計科学である．
それは単なる製造プロセスの改良ではなく，反応場の
理解と制御，投入エネルギーの選択，資源利用効率の
向上を統合した総合的設計枠組みである．材料創製は

請を統合する横断型設計科学である．本概念は，
Integrated Computational Materials Engineering

（ICME）20）や Materials Systems Design21）などの統合
的材料設計アプローチとも関連するが，材料構造設計
のみならず，反応場設計に基づく材料創製プロセスを
中核とし，ライフサイクル条件を含めた設計要素を統
合的に扱う点に特徴がある．MFD の概念構造を模式
的に整理したものを図 3に示す．
　従来の材料科学は，主として「構造が物性を決定す
る」という視点に基づき発展してきた 13），14）．すなわち，
結晶構造，組成，組織といった材料内部の構造因子を
設計し，それに対応する物性を制御することが研究の
中心課題であった．この枠組みは材料科学の基盤を形
成してきた一方で，構造を現実の材料として具現化す
る創製過程の設計は，しばしば二次的要素として扱わ
れてきた．しかしながら，材料が実社会において機能
するためには，構造設計だけでは不十分である．材料
は必ず創製プロセスを経て初めて実体化される存在で
あり，その過程におけるエネルギー投入，資源消費，
反応場制御，スケールアップ性などが社会的成立性を
大きく左右する．すなわち，材料科学は「構造設計の
科学」であると同時に，「創製設計の科学」であると
言える．MFD はこの二つの設計領域を統合し，さら
に材料利用段階およびライフサイクル全体を含めた包
括的設計思想として位置づけられる．
　ここでは，材料創製は単なる製造工程ではなく，物
質・エネルギー・反応場を統合制御するシステム設計
として捉えられる．特に重要なのは，反応場そのもの
を設計対象とする視点である．MFD は特定の設計領
域を指す概念ではなく，反応場設計を中核として
Material Layer と Societal Layer を横断的に接続する
Design Integration Layer の中心軸を成す基盤設計思
想である．従来の材料合成は，熱平衡に基づく高温処
理や長時間反応を前提として発展してきた．一方，近
年では超音波，マイクロ波，レーザー，プラズマなど

図 3	 Material Fabrication Design（MFD）の統合概念モデ
ル
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単一分野の深化のみでは成立せず，多様な学術領域と
社会的要請の統合によって初めて成立する．今後の材
料研究では，要素技術の高度化と同時に，異なる設計
層および学術分野を横断的に統合する視点が不可欠と
なる．さらに重要なのは，材料創製を「結果としての
物性」からではなく，「成立条件の設計」という視点
から捉え直すことである．材料が社会の中で持続的に
機能するためには，創製段階から循環段階までを見通
した時間軸的設計が求められる．ここにおいてプロセッ
シングデザインは，周辺技術ではなく材料科学の重要
な学理の一つとして再定位される．
　すなわち，サステナブル材料創製の未来は，単なる
技術革新ではなく，材料を創るという行為をどのよう
に捉えるかという思想の深化によって切り拓かれる．
その意味において，プロセッシングデザインは，材料
科学の「思考」を再構築し，研究の方向性を「指向」し，
持続可能な社会における材料創製学の「至高」を目指
す学理的基盤となる．
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